大阪府条例第　　　号

知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例
（知事及び副知事の給料及び期末手当の特例）
第一条　知事及び副知事の給料の月額は、平成二十六年四月一日から平成二十七年三月三十一日までの間（以下「特例期間」という。）において、知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（昭和二十二年大阪府条例第十八号。次項において「条例」という。）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額から、知事にあってはその百分の三十、副知事にあってはその百分の十四に相当する額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、同条に定める額とする。
２　条例第五条第一項の規定にかかわらず、特例期間における基準日（同項に規定する基準日をいう。以下この項において同じ。）に係る知事及び副知事の期末手当の額は、それぞれその基準日に係る同項に定める期末手当の額から、知事にあってはその百分の三十、副知事にあってはその百分の十五に相当する額を減じた額とする。ただし、期末手当の額が知事の例によるものとされている場合におけるその例によるべき知事の期末手当の額については、この限りでない。
（監査委員の給料、報酬及び期末手当の特例）
第二条　大阪府監査委員の給料及び報酬の額は、特例期間において、大阪府監査委員条例（昭和三十九年大阪府条例第十四号）第七条の規定にかかわらず、同条に定める額から、常勤の監査委員にあってはそれぞれその百分の十四、非常勤の監査委員にあってはそれぞれその百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、同条に定める額とする。
２　大阪府監査委員の期末手当の額は、特例期間において、大阪府監査委員条例第八条第二項の規定にかかわらず、同項に定める額からその百分の十に相当する額を減じた額とする。
（人事委員会の委員の給料、報酬及び期末手当の特例）
第三条　大阪府人事委員会の委員の給料及び報酬の額は、特例期間において、大阪府人事委員会条例（昭和二十六年大阪府条例第二十三号）第三条の規定にかかわらず、同条に定める額から、常勤の委員にあってはそれぞれその百分の十四、非常勤の委員にあってはそれぞれの百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、同条に定める額とする。
２　大阪府人事委員会の委員の期末手当の額は、特例期間において、大阪府人事委員会条例第四条第二項の規定にかかわらず、同項に定める額からその百分の十に相当する額を減じた額とする。
（教育長の給料及び期末手当の特例）
第四条　大阪府教育委員会の教育長の給料の月額は、特例期間において、大阪府教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和二十三年大阪府条例第百二十五号。次項において「条例」という。）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からその百分の六に相当する額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、同条に定める額とする。
２　大阪府教育委員会の教育長の期末手当の額は、特例期間において、条例第三条第二項の規定にかかわらず、同項に定める額からその百分の十に相当する額を減じた額とする。
（秘書の給料の特例）
第五条　特別職の秘書の職の指定等に関する条例（平成十六年大阪府条例第四号）第二条第二項に規定する秘書の給料の月額は、特例期間において、同条例第三条の規定にかかわらず、同条に定める額から職員の給料及び管理職手当の特例に関する条例（平成二十六年大阪府条例第　　　号）第一条第一項の規定の例により知事が定める額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、特別職の秘書の職の指定等に関する条例第三条に定める額とする。
（教育委員会の委員の報酬の特例）
第六条　大阪府教育委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十三年大阪府条例第百二十四号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。
（選挙管理委員の報酬の特例）
第七条　選挙管理委員の報酬の額は、特例期間において、選挙管理委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十一年大阪府条例第八号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。
（労働委員会の委員等の報酬の特例）
第八条　大阪府労働委員会の委員、特別調整委員及びあっせん員の報酬の額は、特例期間において、大阪府労働委員会の委員等の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第十号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。
（収用委員会の委員等の報酬等の特例）
第九条　大阪府収用委員会の委員及び予備委員、あっせん委員並びに仲裁委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府収用委員会の委員及び予備委員、あっせん委員並びに仲裁委員の報酬及び費用弁償並びに鑑定人及び参考人の手当及び実費弁償に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第五十号。次項において「条例」という。）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。
２　土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第六十五条第一項第一号の参考人の手当の額は、特例期間において、条例第七条第二項の規定にかかわらず、一日につき三千七百七十四円を超えない範囲内において、その都度大阪府収用委員会が定める額とする。
（海区漁業調整委員会の委員等の報酬の特例）
第十条　大阪海区漁業調整委員会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪海区漁業調整委員会の委員及び専門委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十六号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。
（内水面漁場管理委員会の委員の報酬の特例）
第十一条　大阪府内水面漁場管理委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府内水面漁場管理委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十七号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。
（公安委員会の委員の報酬の特例）
第十二条　大阪府公安委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府公安委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十九年大阪府条例第二十八号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の〇・七に相当する額を減じた額とする。
（大阪府留置施設視察委員会の委員の報酬の特例）
第十三条　大阪府留置施設視察委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府留置施設視察委員会条例（平成十九年大阪府条例第十一号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額一万六千四百円とする。
附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。
（知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例の廃止）
２　知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例（平成二十三年大阪府条例第四号）は、廃止する。
（職員の退職管理に関する条例及び職員基本条例の一部を改正する条例の一部改正）
３　職員の退職管理に関する条例及び職員基本条例の一部を改正する条例（平成二十五年大阪府条例第百十号）附則中第七項を削り、第八項を第七項とし、第九項から第十一項までを一項ずつ繰り上げる。
